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第１節 計画策定の沿革と趣旨 

 
本圏域では、町村の枠を越えて広域行政を推進するため、昭和 54 年４月１

日に６一部事務組合を統合し、複合的事務組合として「嶺北広域行政事務組合」

を設立しました。その後、ふるさと市町村圏推進要項に基づき、平成７年４月

１日に中央広域行政圏協議会嶺北ブロックから独立し、「嶺北広域ふるさと市

町村圏」を形成することとなりました。  

   平成８年３月、広域的視野に立った創造性と多様性に富んだ地域社会を築き

上げていくことを基本とした「第１次嶺北広域ふるさと市町村圏計画」を策定

し、“ゆとりと活力と魅力にあふれた 21 世紀の新しい嶺北地域の創造”を目

指し、先導的かつ広域的に諸政策を展開してきました。 

   この間、森林資源や水資源などの保護活用及び生活環境や生産基盤などの整

備を進め圏域は着実に発展してきましたが、圏域を取り巻く社会情勢は、急激

な少子高齢化・過疎化の進行や高度技術・高度情報化時代へと進展し、圏域に

大きな変化をもたらしました。 

特に、“平成の大合併”といわれる市町村合併によって、平成 16 年 10 月１

日から本川村が圏域から離脱したことから、これまでの「嶺北５町村」から「嶺

北４町村」となり、圏域規模の縮小を余儀なくされ、全国で一番小さいふるさ

と市町村圏となりました。 

   「第２次嶺北広域ふるさと市町村圏計画」は、こうした時代の潮流に適切に

対応し、魅力ある圏域づくりに取り組むため、圏域の持つ特性を探求し、更な

る活用を図ることをメインテーマとして、圏域の構成町村と広域事務組合の職

員による手作りの計画立案を実施し、「連携と交流」をキーワードに嶺北広域

圏の新しい時代の指針として策定するものです。 

 

第２節 計画の目的 

 

本計画は、地方分権の進展、国・地方を通じる財政の悪化等本圏域を取り巻

く情勢が大きく変貌する中で、これまでの「第１次嶺北広域ふるさと市町村圏

計画」を基礎としながらも、高度化・多様化する住民ニーズ等に的確に対応す

るため、新たな視点観点から調査・検討し、総合的かつ長期的な地域づくりの

指針となる計画を策定することを目的とします。 

 

第３節 計画の性格 

 

本計画の策定については、構成町村並びに県、国との整合性を図るとともに、

地域住民の意向を積極的に取り入れ、基本構想・基本計画を達成するための施

策の大綱を示すとともに、発展方向を明らかにし、目標を実現化するためのよ

り具体的な方針を定めます。 



第４節 計画の対象区域・構成・期間 

 

（１）計画の対象区域 

  計画の区域は、大豊町、本山町、土佐町、大川村の４町村とします。  

 

（２）計画の構成 

この計画は基本構想、基本計画、実施計画で構成します。 

   

①基本構想 

基本構想は、嶺北地域の将来像と、この実現に向けた施策の大綱を示すも

のです。 

 

②基本計画 

   基本計画は、基本構想に基づき嶺北の総合的かつ一体的な整備を図るため

の施策の体系を定めたもので、県、町村、嶺北広域行政事務組合が実施する

広域事業に関する計画及び行政と住民が一体となった広域的な取り組みの

指針を定めたものです。 

   

③実施計画 

   実施計画は基本計画に基づく広域事業を実施するための年次計画を定め

たものです。 

  

（３）計画の期間 

この計画の計画期間は、次のとおりとします。 

   

①基本構想 

   基本構想は、平成 17 年度を初年度とし、平成 26 年度までの 10 年間を目

標とします。 

   

②基本計画 

   基本計画は、前期（５年間）と後期（５年間）とします。 

   基本計画（前期）は、平成 17 年度を初年度とし、平成 21 年度までの５年

間とします。 

   基本計画（後期）は、平成 22 年度を初年度とし、平成 26 年度までの５年

間とします。 

    

③実施計画 

      実施計画は、平成 17 年度から平成 19 年度までの３ケ年とし、毎年度向こ

う３年間の計画のローリング方式により作成するものとします。 

 

 


